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ている。同教授は Frankfurter 判事の Braxton County Court v. West 
Virginia 判決における同意意見を挙げ、対抗する主張（adverse claims）、
当事者対抗主義的方法で事案が提示されること（issues presented in 
an adversary manner）、そして判決によって不利な影響を受けること












例えば 1842年の Prigg 判決では対抗する当事者間での財産権の主張と
の言及がなされている（11）。友誼的訴訟の禁止（12）をめぐっては、1892年の

























































うものであるという点にも言及している（30）。1980年の GTE Sylvania 判





Power 判決は Baker 判決を引用しつつスタンディングの本質は対抗性を
確保するところの個人的利害関係を提示することにあるとしている（32）。
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のであるとの見解が示される（Scott, supra note 40, at 87 -88.）。一方、上
訴審査のハードルを高くすることで司法権の優越を危うくするとの批判
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